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我が国の航空旅客輸送の動向

○ 我が国の国内航空旅客数は2017年度に１億人を突破し、国際航空旅客は2018年度に１億人を突破した。

○ 令和２年２月以降、新型コロナウイルス感染症の影響により、旅客数は大幅に減少したが、2021年以降は再び増
加に転じている。
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空港整備五箇年計画の推移

（単位：億円）

空港整備五箇年計画の推移
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空港整備に係る費用の推移

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

1970 1972 1974 1976 1978 1980 1982 1984 1986 1988 1990 1992 1994 1996 1998 2000 2002 2004 2006 2008 2010 2012 2014 2016 2018 2020 2022

億円

（注）１．成田空港（昭和45年度～令和元年度）、関西空港（昭和59年度～平成20年度）、中部空港（平成10年度～平成15年度）は、国の出資等を含む、民間投資による空港建設事業費の実績額。
２．１．以外は、空港整備事業費の歳出ベース
３．伊丹空港は平成24年度までは一般空港等で計上。一般空港等には、航空安全・保安対策、空港等機能高質化事業費を含む。
４．平成6年度～平成14年度の空港周辺環境対策には、建設利息及び借入金償還（元本償還分）を含む。）

空港整備勘定（特別会計）により空港整備を実施。会社管理空港（成田・関空・中部）は国の出資等のほか、民間投資に
より整備を行っている。

空港周辺環境対策

成田

関空・伊丹

中部

羽田

地方空港

3



国内空港数の推移

○昭和42年から始まった空港整備計画によって、現在の空港数は97となり配置的側面からの整備は概成した。

○一方、近年の航空需要の増加により、航空ネットワークの維持強化を含め利用者便益の増進及び国際競争力の
強化への対応が求められ、空港政策は「整備」から「運営」にシフト。

注） １．「全空港数」：空港（ヘリポートを除く）及び共用空港の総数
２．「ジェット化空港数」：滑走路長が2,000m以上、またはジェット機が就航している空港（ヘリポートを除く）及び共用空港の総数
３．「大型化空港数」：2,500m級以上の滑走路を有し、大型機が就航可能な施設等を有する空港（ヘリポートを除く）及び共用空港の総数

...

～40 41 42 43 44 45 46 47 48 49 50 51 52 53 54 55 56 57 58 59 60 61 62 63 元 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29

第１次空整期間 第２次空整期間 第３次空整期間 第４次空整期間 第５次空整期間 第６次空整期間 第７次空整期間
（昭和４２～４５年度） （昭和４6～50年度） （昭和51～55年度） （昭和56～60年度） （昭和61～平成2年度） （平成3～7年度） （平成8～14年度）

社会資本整備重点計画
（平成15～19年度） （平成20～24年度） （平成24～29年度）
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空港分布図
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空港整備に係る負担率・補助率

空港の分類
負担・補助

等 の 別
施 設

新 設 又 は 改 良 災害

復旧

地方空港
整備特別
事業一般 北海道 離島 奄美 沖縄

東京国際空港
負 担

〃

基本施設

附帯施設

１００

１００

上記空港を除く

国管理空港

負 担

〃

基本施設

附帯施設

２/３

１００

８５

１００

９５

１００

８０

１００

特定地方管理空港

負 担

補 助
基本施設

５５

－

２/３

－

８０

－

－

４０以内

補 助 附帯施設 ５５以内 ２/３以内 ８０以内 ０

地方管理空港

負 担

補 助
基本施設

５０

－

６０

－

８０

－

８０

－

９０

－

８０

－

－

４０以内

補 助 附帯施設 ５０以内 ６０以内 ８０ ８０ ９０ ８０以内 ０

自衛隊共用空港
負 担

〃

基本施設

附帯施設

２/３

１００

８５

１００

８０

１００

その他の空港

（ｺﾐｭｰﾀｰ空港）
補 助 ４０

（備考）○基本施設とは、滑走路、着陸帯、誘導路、エプロン、照明施設及び政令で定める空港用地をいう。

○附帯施設とは、排水施設、護岸、道路、自動車駐車場及び橋をいう。
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一般的な空港整備（滑走路整備や延長）プロセス

調査・計画
PI（パブリックインボルブメント）の実施

※住民等への説明

環境アセスメント アセス法・条例
※都道府県知事・関係市町村からの意見聴取

・空港等の設置・変更許可手続き

国管理空港の場合 地方管理空港の場合

調査・計画
PI（パブリックインボルブメント）の実施

※住民等への説明

環境アセスメント アセス法・条例
※都道府県知事・関係市町村からの意見聴取

工事

・空港等の設置・変更許可手続き

注 ： 【 】内は実施主体を示す。

【 国 】 【 設置管理者たる自治体、以下「自治体」 】

【 国 】

【 国 】 工事【 自治体 】

【 自治体 】

供 用 開 始 供 用 開 始

・新規事業採択時評価【 国 】 新規事業化 ・新規事業採択時評価【 国 】 新規事業化

・空港又は航空保安施設の告示
【 国 】

・空港又は航空保安施設の告示
【 国 】

事業の必要性等にかかる事前の調査・検討、また
必要に応じて地元関係者調整を行い、国へ要望

【 地元自治体 】

事業の必要性等にかかる事前の調査・検討
【 地元自治体 】

・補助金要求【 自治体→ 国 】
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施設 管制 滑走路等 空ビル等

運営

⚫ 国が土地などの所有権を留保しつつ運営権を設定、民間企業に運営権を委譲。
⚫ 民間企業は、運営権に基づき航空系事業（航空機の離着陸など）と非航空系事業（ターミ
ナルビルでの物販・飲食、駐車場など）を一体的に経営。

空港運営のコンセッションの概要

国

継続 運営権

民間による一体運営

譲渡

三セク等

国
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地域経済
の活性化

訪問客数の増加

着陸料の引き下げ

路線数の増加空港ビルの売上増

滑走路と空港ビルの一体化
民間の資金とノウハウを活用した空港運営

空港コンセッションのねらい
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路線誘致活動・地域PR

空港PR・利用促進(福岡空港)

空港アクセスの拡充

アクセス改善（高松空港）

免税店の大幅な拡張

面積 ：約10倍
客単価：約3.5倍

新ターミナルビルの整備

空港への投資（熊本空港）

コンセッション空港におけるこれまでの取組と成果
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空港における脱炭素化の推進

電球式 LED式

照明・灯火のLED化

JAL提供

空港車両のEV・FCV化の促進（写真はEV車の一例）

①空港施設・空港車両からのCO2排出削減

太陽光発電の導入促進走行距離の縮減

関西エアポート(株)提供

②地上航空機からの
CO2排出削減

空港脱炭素化の主な取組内容

〇航空局では「2050年カーボンニュートラル、脱炭素社会の実現」に向けて、日本の玄関口である空港の脱炭素化を推進。

〇空港の脱炭素化推進のため、2021年３月に「空港分野におけるCO2削減に関する検討会」を立ち上げるとともに、同年
9月に「空港の脱炭素化に向けた官民連携プラットフォーム」を設置。

○2022年12月に改正航空法に基づく「航空脱炭素化推進基本方針」を策定し、「2030年度までに各空港で４６％以上の
削減（2013年度比）および、再エネ等導入ポテンシャルの最大限活用により、空港全体でカーボンニュートラルの高み
を目指す」などの目標を設定するとともに、改正空港法に基づく「空港脱炭素化推進計画」の作成の際の一助となるガ
イドライン[第二版]や、事業推進のためのマニュアル[初版]を策定。

〇今後は、各空港において空港関係者が一体となり推進計画を作成し、空港施設・車両等からのCO2排出削減や空港の再
エネ拠点化等を推進。

③再エネ拠点化

仙台空港再エネ発電合同会社提供

GPU利用の促進

電力供給

冷暖房ANA提供
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空港脱炭素化推進のイメージ

照明･灯火のLED化

周辺地域との連携･レジリエンス強化

余剰電力の供給
災害時の電力供給

水素製造・発電施設

水素ステーション

太陽光発電
（周辺未利用地の活用）

空港EVによる
災害時の電力供給

空港車両の
EV・FCV化の促進

照明LED

BEMS

高効率
空調

GPU利用
の促進

蓄電池

GPU：Ground Power Unit（地上動力装置）
EV：Electric Vehicle（電気自動車）
FCV：Fuel Cell Vehicle（燃料電池車）
BEMS：Building and Energy Management System

（ビルエネルギー管理システム）

EV充電
ステーション

太陽光発電
（カーポート型）

電力の流れ

水素の流れ

凡 例

走行距離の縮減

太陽光発電
（空港内用地
の活用）

昼間 夜間夜間

蓄電池
充電

蓄電池放電

太陽光発電
電力需要

蓄電池を活用した
空港全体のエネルギーマネジメント

走行距離の縮減

空港アクセスのCO2削減
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航空脱炭素化推進の制度的枠組み

⚫ 世界各国・各分野でカーボンニュートラル推進の動きが加速する中、令和３年度、国土交通省では、2030年～2050年

を見据えた航空分野の脱炭素化を推進するための工程表（ロードマップ）を作成。

⚫ 今般、工程表等に基づく施策を広く国民的な課題として共有するとともに、各事業者や各空港が主体的・計画的に取組

を進め、適切に説明責任を果たしていくことができるようにするための制度的枠組みを導入。

航空法・空港法等の改正（両法の目的規定に脱炭素化の推進を位置付け）[令和４年６月10日公布、令和４年12月１日施行]

［制度］ ［主な取組内容］（工程表等に掲げた事項）

航空運送事業者による
協議の求めが可能

空港分野

航空機運航分野

〇機材・装備品等への新技術の導入

〇管制の高度化による運航方式の改善

〇持続可能な航空燃料(SAF)の導入促進

〇空港施設・空港車両からのCO2排出削減

〇再生可能エネルギーの導入促進

〇地上航空機・空港アクセス等からのCO2
排出削減

申請 認定

反
映

※写真提供：関西エアポート㈱

太陽光発電の導入の様子

空港毎に、空港管理者、航空運送事業者、ターミナルビル事業者、給油事業者、
のほか、空港脱炭素化推進事業を実施すると見込まれる者、地方自治体等で構成

申請 認定

空港管理者による
協議会の組織が可能

※1 計画策定は任意
※2 認定を受けることによる国有財産法の特例等を措置

空港脱炭素化推進協議会

【空港法第26条】【航空法第131条の２の10】

13

国土交通大臣
【航空法第131条の２の７】

国が策定する
航空脱炭素化推進基本方針

航空運送事業者

【航空法第131条の２の８】

航空運送事業者が策定する
航空運送事業
脱炭素化推進計画※1 【空港法第24条・第25条】空港管理者

空港管理者が策定する
空港脱炭素化推進計画※1、※2



空港脱炭素化推進計画の策定状況 230921時点

計画策定
主体

会社 国 地方 計

準備中 ■ ● ▲ ２３

協議会
設置

■ ● ▲ ４５

推進計画
策定済

■ ● ▲ ０

＜凡例
＞

■

■
■

■

●

●

●

●

●

●

●

●

●●

● ●

●●

●
●

●

●

●

▲
▲

▲

▲

▲

▲

▲

●

●

●

▲

●

●

●

●

▲

●

▲

▲

▲

▲

▲
▲

▲
▲

▲

▲

▲

▲

▲

▲
▲

▲

▲

▲

▲

▲

▲

▲

▲

▲

旭川

壱岐

上五島

福江

大阪

八尾

稚内

女満別

釧路

丘珠

函館

三沢

花巻

仙台

山形

福島

百里

成田

新潟

能登

松本
小松

調布

羽田

静岡
大島

新島

神津島
三宅島

八丈島

名古屋

中部

南紀白浜

徳島

神戸

但馬

関西

高知

岡山

岡南

鳥取
美保

岩国

北九州

広島

大分

福岡

佐賀

長崎
熊本

宮崎

鹿児島

奄美

那覇

下地島

与那国

高松

松山

新千歳

帯広

青森

秋田

対馬

小値賀

第1回鹿児島空港脱炭素化推進協議会 開催状況

▲
中標津

▲
紋別

▲
奥尻

▲
利尻
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空港の脱炭素化に向けた官民連携プラットフォーム

航空局では、空港の脱炭素化に向けて、「空港分野におけるCO2削減に関する検討会」を設置し、
空港施設・車両のCO2削減対策や空港再エネ拠点化などの検討を推進しているところ。
各空港における対策実施・設備導入に向けた体制を整え、脱炭素化の検討の加速化・深化が図られ

るためには、空港関係者と省エネ・再エネ関係の技術や知見等を有する企業が、それぞれの情報を共
有し、協力体制を構築していくことが重要である。このため、検討会の下に、「空港の脱炭素化に向
けた官民連携プラットフォーム」を設置。

＜実施内容＞
・空港関係者による脱炭素化の取組紹介
・民間企業による省エネ・再エネ技術等の紹介
・モデルプロジェクトの検討 等

国・自治体

省エネ・再エネ
関係企業空港管理者（会社・自治体・国）

エアライン、空港運営権者、空港内関係事業者
エネルギー関係事業者、省エネ・再エネ設備関係企業

商社、建設会社、金融機関
空港周辺自治体、経産省、環境省、国交省航空局

顧問（検討会有識者委員）

空港関係者

など

※現在322者が登録（空港管理者・周辺自治体 87者、空港関係者 59者、民間企業・団体 176者）
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各空港における脱炭素化に向けた目標や取組内容等をまとめた
空港脱炭素化推進計画の策定に対して補助を行う。

空港の脱炭素化に向けて、空港関係者や脱炭素に関わる事業者
等が、太陽光発電等の再エネ拠点化や空港車両のEV・FCV化、空
港ビル照明・空調の効率化等を促進するために必要となる設備導
入に対して補助を行う。また、庁舎等における太陽光発電の導入
を推進する。

①空港脱炭素化推進計画策定支援

②設備導入支援等

③実施計画策定支援、再エネ活用型GPU等導入支援

空港の脱炭素化推進のイメージ

➢ 補助対象空港 ： 会社管理空港、特定地方管理空港、地方管理空港
➢ 補助対象事業者 ： 空港管理者
➢ 補助率 ： １／２以内

➢ 補助対象空港 ： 全ての空港
➢ 補助対象事業者 ： 民間事業者・団体、地方公共団体等
➢ 補助率 ： １／２以内

➢ 補助対象空港 ： 全ての空港
➢ 補助対象事業者 ：空港管理者、空港内事業者

その他民間事業者
➢ 補助率：１／２以内

○再エネ設備の導入
○EV・FCVのインフラ設備の導入
○照明・空調の効率化等

空港の脱炭素化推進のイメージ

空港の脱炭素化に向けて、事業主体・採算性・空港関係者の連携強
化等の検討を行い、各空港の特性に応じた具体的な計画の策定及び事
業体制の構築を行う。 ※国費100%委託事業

駐機中の航空機への電気・冷暖房の供給について、
従来の航空機燃料を活用したAPUから空港の再エネ由
来電力の活用が可能なGPU等への切替に対して補助
を行う。

空港脱炭素化に係る支援内容

GPU利用の促進

電力供給

冷暖房

〇PPAにより駐車場にカーポート型太陽光発電設備約1,800kWを設置し、
旅客ターミナルビルへ供給する。これにより、旅客ターミナルビルの消
費電力量の約30%を賄う。（約920t-CO2/年 削減）

仙台空港

平面駐車場（設置イメージ）
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